
貸 借 対 照 表

令和 7年 3月31日　現在

つばき少額短期保険株式会社 （単位：  千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

【流動資産】  15,580 【流動負債】  22,849

金 及 び 預 金  10,397 短 期 借 入 金  762

料

 2,258

未 払 法 人 税 等  1,029

そ  の  他  流  動  資  産 預 り 金  374

現

未 収 保 険  2,924

代 理 店 借  345

【固定資産】  45,934 責 任 準 備 金  15,989

【有形固定資産】  23,684 支 払 備 金  4,347

建 物  7,755 【固定負債】  28,000

建 物 附 属 設 備  426 長 期 借 入 金  28,000

車 両 運 搬 具  91 負 債 の 部 合 計  50,849

工 具 器 具 備 品  257 純 資 産 の 部

土 地  15,153 【株主資本】  38,616

【無形固定資産】  8,250 資 本 金  140,900

ソ フ ト ウ ェ ア  8,250 利 益 剰 余 金 -102,283

【投資その他の資産】  14,000 そ の 他 利 益 剰 余 金 -102,283

預 託 金  14,000 繰 越 利 益 剰 余 金 -102,283

【繰延資産】  27,950

創 立 費  289

開 業 費  27,660 純 資 産 の 部 合 計  38,616

資 産 の 部 合 計  89,465 負 債 及 び 純 資 産 合 計  89,465



損 益 計 算 書

自　令和 6年 4月 1日
至　令和 7年 3月31日

つばき少額短期保険株式会社 （単位：  千円）

科　　　　目 金　　　　額

【売上高】

収 入 保 険 料          43,127

解 約 返 戻 金            -645

売 上 高 合 計          42,481

【売上原価】

責 任 準 備 金 繰 入 額           2,830

支 払 備 金 繰 入 額            -800

支 払 保 険 金           9,625

合 　 計          11,655

商 品 売 上 原 価          11,655

売 上 原 価          11,655

売 上 総 利 益 金 額          30,826

【販売費及び一般管理費】

販売費及び一般管理費合計          41,990

営 業 損 失 金 額          11,164

【営業外収益】

受 取 利 息               4

雑 収 入             202

営 業 外 収 益 合 計             206

経 常 損 失 金 額          10,958

税 引 前 当 期 純 損 失 金 額          10,958

法人税、住民税及び事業税           1,030

当 期 純 損 失 金 額          11,988



株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

自　令和 6年 4月 1日
至　令和 7年 3月31日

つばき少額短期保険株式会社 （単位：  千円）

【株主資本】

資 本 金 当期首残高         135,900

当期変動額 新株の発行           5,000

当期末残高         140,900

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金 当期首残高         -90,295

当期変動額 当期純利益金額         -11,988

当期末残高        -102,283

利 益 剰 余 金 合 計 当期首残高         -90,295

当期変動額         -11,988

当期末残高        -102,283

株 主 資 本 合 計 当期首残高          45,604

当期変動額          -6,988

当期末残高          38,616

純 資 産 の 部 合 計 当期首残高          45,604

当期変動額          -6,988

当期末残高          38,616



個別注記表

つばき少額短期保険株式会社

自 令和 6年 4月 1日

至 令和 7年 3月31日

重要な会計方針に係る事項に関する注記

固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法を採用しています。

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成

２８年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用して

います。

(2) 無形固定資産

定額法を採用しています。

その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

株主資本等変動計算書に関する注記

発行済株式の種類及び総数に関する事項

前期末株式数（発行済普通株式） 2,718株

当期増加株式数（発行済普通株式） 100株

当期減少株式数（発行済普通株式）

当期末株式数（発行済普通株式） 2,818株

前期末株式数（発行済優先株式） 0株

当期増加株式数（発行済優先株式）

当期減少株式数（発行済優先株式）

当期末株式数（発行済優先株式） 0株


